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都市部港湾では大規模な干潟造成が難しく，既存護岸に環境機能を付加した生物共生型護岸が現実的

な脱炭素施策となる．本研究では，干潟構造を有する生物共生型護岸「潮彩の渚」において 3 年間計 73

回の CO₂フラックス観測を実施し，地盤高による吸収・放出特性の差と環境要因を解析した．その結果，

D.L.+1.0 m の地点は+0.5 m 地点の約 20 倍の吸収能力を示し，吸収量には光量子量，泥温，クロロフィル

量および土壌水分量，放出量には泥温および地下水位が影響した．これらを組み込んだ予測モデルから

年間吸収量を算定し，地盤高設定，保水性確保，底質環境の調整を設計上の着眼点として整理した． 
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1. はじめに 

 

2050 年のカーボンニュートラル実現に向け，港湾分

野でもブルーカーボン生態系の活用が求められている．

一方，都市部の港湾区域では空間利用が高度に進んで

おり，大規模な干潟・藻場の新規造成は容易ではない．

そのため，既存護岸に干潟や磯場等の生物共生機能を

付加し，限られた空間に環境価値を生み出す取組が現

実的な選択肢となる 1) ． 

干潟では，底生微細藻類の光合成により大気から底 

泥面へCO₂が取り込まれる．これまで，干潟のCO₂交

換は光環境，泥温，底質の水分状態等に左右されること

が報告されているが，港湾構造物に設けられた小規模

な人工干潟を対象に，異なる地盤高で長期観測し，吸収

機能を設計条件まで落とし込んだ事例は限られる 2) - 4) ． 

そこで本研究では，生物共生型護岸「潮彩の渚」を対

象に，3 年間の CO₂フラックス観測から，1) 地盤高に

よる吸収・放出特性の差，2) 変動を支配する環境要因，

3) 年間の正味吸収量を明らかにするとともに，得られ

た関係を予測モデルに反映し，CO₂吸収機能を高めるた

めの設計上の着眼点を整理することを目的とした． 

 

 

2. 材料と方法 

 

(1) 調査サイト 

調査対象は，横浜港における老朽護岸の耐震改良に

際し，その前面に整備された生物共生型護岸「潮彩の渚」

である．本施設は，護岸の耐震性向上と生物共生機能の

付加を両立した施設であり，環境学習や環境実証の場

としても活用されている．施設内は，D.L.+1.0 m，+0.5 

m，±0.0 mの 3段の砂質干潟と磯場等で構成され，各段

は矢板で区画されている 5)．CO₂フラックスの測定地点

はT10（D.L.+1.0 m）およびT05（D.L.+0.5 m）とした

（図-1）．天文潮位から求めた年間干出時間は，T10 が

約 2,000時間，T05が約 850時間である． 

 

 
出典：国土地理院の地理院地図（左上）およびGoogle Earth（右上）

を基に作成． 

図-1 潮彩の渚の所在地と調査地点 



(2) CO₂フラックスと環境要因の測定 

干出時の底泥面に透明チャンバー（明条件）と黒色

チャンバー（暗条件）を設置し，CO₂濃度を 1秒間隔で

測定した．明条件の濃度変化から正味フラックス，暗条

件から放出フラックスを求め，両者の差を光合成によ

る吸収フラックスとした．2022年 5月から 2025年 2月

まで，四季の現地観測と干出後の連続観測を合わせて

計 73回測定した．本稿では，放出を正，吸収を負で表

す． 

フラックス測定と同時に，気温，底質表面の泥温，光

量子量，クロロフィル a 量，表面下 10 cm の土壌水分

量および底質表面からの地下水位を把握した．吸収過

程と放出過程を分けて環境要因との関係を解析し，一

点抜き交差検証法（LOOCV）で予測モデルを評価した． 

 

(3) 年間値の推定 

構築したモデルに，2024 年の気温，日射量および潮

位を1時間単位で入力し，T10とT05の年間CO₂フラッ

クスを算定した．また，T10 および T05 が代表する干

潟面積は同一であることから，両地点の年間正味フ

ラックスを等面積で加重平均し，対象干潟部全体の年

間正味フラックスを算定した． 

 

 

3. 調査結果と予測モデル化 

 

(1) 地盤高と環境要因による吸収特性の差 

正味CO₂フラックス（平均値±標準偏差）は，T10で

-5.91±5.33 mg-CO₂/m²/min ， T05 で -0.30±1.03 mg-

CO₂/m²/minとなり，T10はT05の約 20倍の吸収能力を

示した（図-2）（Welchの t検定，p=0.002）．一方，放出

フラックスは T10 で 1.21±0.85，T05 で 1.43±0.95 mg-

CO₂/m²/min であり，地盤高による有意差は認められな

かった（p=0.57）．このことから，地盤高は主として吸

収過程を通じて正味フラックスを左右したと考えられ

る． 

a) 光量子量・泥温・クロロフィル量 

単位クロロフィル量あたりの吸収フラックスは光量

子量の増加に伴って増大し，測定範囲内では明瞭な光

阻害は確認されなかった．泥温に対しては約 35℃で最

大となる釣鐘型の応答を示した（図-3）．また，クロロ

フィル量が多いほど吸収量が増加したことから，光環

境と温度に加え，底生微細藻類の現存量を確保するこ

とが吸収機能の基盤となる． 

b) 土壌水分量と地下水位 

吸収フラックスは，土壌水分量が約 0.40 m³/m³を下

回る付近で急激に低下した（図-3）．連続観測でも，干

出後の乾燥が進むにつれて光合成活性が低下しており，

干出時間を長くするだけでは吸収量が増え続けないこ

とが分かった．底生微細藻類は乾燥等により干出数時

間後に活性が低下することが報告 6)されており，本観測

結果とも整合する． 

放出フラックスは泥温と地下水位の低下に伴って増

加した．標準化回帰係数は地下水位 0.62，泥温 0.21 で

あり，地下水位の影響は泥温の約 3 倍であった．地下

水位低下時には好気的分解に加え，間隙水と大気の接

触面積増大や蒸発に伴う CO₂放出が寄与した可能性が

ある． 

 

(2) 予測モデルの構築と評価 

吸収モデルは，最大吸収量に光量子量，泥温および土

壌水分量の応答関数を乗じ，クロロフィル量を反映す

 
図-2 現地観測でのCO₂フラックスの季節変動 
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る構造とした．土壌水分量には 0.43 m³/m³で活性が 50%

に低下するシグモイド関数を用いた．放出モデルは泥

温と地下水位の指数関数とした． 

既往モデルに土壌水分量を加えることで吸収モデル

のRMSE は 9%低減し，AICは 13.9 改善した．放出モ

デルに地下水位を加えると RMSE は 23%低減し，AIC

は 18.4改善した（表-1）．したがって，地盤高と連動す

る水分条件を考慮することが，小規模人工干潟の予測

に有効である． 

ただし，本モデルは潮彩の渚における観測値に基づ

くため，土壌水分量の閾値や応答関数をそのまま他地

点の設計基準とすることはできない．他港で適用する

際は，潮位条件，底質粒度，優占藻類等を確認し，現地

データによるパラメーターの再設定が必要である． 

 

 

4. 年間CO₂吸収量の評価 

 

(1) 季節変動と地点差 

吸収フラックスは夏季に大きく，冬季に小さくなる

季節変動を示した．一方，放出フラックスの季節変動は

比較的小さく，潮位変動に伴う地下水位の変化が支配

的であった．夏季には光量・泥温が吸収に適する一方，

長時間の干出により土壌水分量が低下し，吸収が抑制

される時間帯も生じた． 

年間正味フラックスは，T10で-2.44 t-CO₂/ha/年，T05

で-0.97 t-CO₂/ha/年，対象干潟全体で-1.71 t-CO₂/ha/年と

算定された（表-2）．T10 は T05 の約 2.5 倍であった．

両地点の主な差は干出時間であり，光合成が生じる時

間を長く確保できる T10 で年間吸収量が大きくなった． 

(2) 既往干潟との比較 

潮彩の渚全体の5～9月の正味フラックスは-0.99 mg-

CO₂/m²/min であり，大阪南港野鳥園で報告された同期

間の-1.13 mg-CO₂/m²/min4)と同程度であった．この結果

は，港湾構造物に設けられた小規模な干潟であっても，

地盤高と水分条件が適切であれば，一般的な人工干潟

と同程度の CO₂吸収機能を発揮し得ることを示してい

る． 

 

(3) 設計への読み替え 

地盤高を高くすると干出時間は増えるが，同時に乾

燥による光合成低下と地下水位低下による放出増加が

生じ得る．したがって，設計では「高いほどよい」では

なく，対象港の潮位特性の下で，干出時間と保水性の双

方を満たす地盤高を選定する必要がある．潮彩の渚で

は，M.W.L.と一致するD.L.+1.0 mが最も高い年間吸収

量を示した． 

また，年間評価は瞬間的な最大値ではなく，干出・冠

水の反復，季節的な光・温度条件，底質の乾燥を統合し

て判断できる点に意義がある．この評価手順を設計段

階の複数案比較に用いることで，地盤高や底質構成の

違いをCO₂吸収量という共通指標で検討できる． 

 

(4) 実務への展開可能性 

本手法は，既存護岸の前面や構造物間の小規模空間

に干潟機能を付加する場合にも適用可能である．造成

可能面積が限られる都市港湾では，単位面積当たりの

吸収量を高めるとともに，生物生息場，水質浄化，親水

性等の多面的機能と合わせて整備効果を評価すること

が重要となる． 

 
図-3 CO₂吸収フラックス（絶対値）と環境要因の関係 
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表-1 モデルの予測精度比較 

目的変数 パラメーター 
LOOCV-

RMSE 
AIC 

吸収 

フラックス 

光・温度 0.56 56.2 

光・温度・土壌水分量 0.51 42.3 

放出 

フラックス 

温度 1.48 85.6 

温度・地下水位 1.14 67.2 

 

表-2 地点別の年間CO₂フラックス 

地点 
地盤高 

(m) 
年間干出時間 

正味フラックス 

(t-CO₂/ha/年) 

T10 D.L.+1.0 約 2,000時間 -2.44 

T05 D.L.+0.5 約 850時間 -0.97 

対象干潟 

全体 
－ － -1.71 

 



5. CO₂吸収機能を高める設計条件 

 

以上を踏まえ，CO₂吸収機能向上に向けた設計・維持

管理上の着眼点を表-3に整理した． 

設計条件の中核は，地盤高を単独で決めるのではな

く，潮位に対する干出時間と，底質中に水分を保持でき

る時間を一体で評価することである．地盤高は形状計

画で操作しやすい一方，保水性は底質材料，遮水構造，

維持管理の影響を受けるため，設計・施工・供用後を通

じた管理項目とする必要がある． 

底生微細藻類の増殖を促す底質整備として，浚渫土

を活用した基盤上への覆砂7),8)等が考えられる．ただし，

有機物が過剰な場合は分解による CO₂放出を増やす可

能性もあるため，粒度，栄養塩，底質安定性を含む現地

試験により吸収と放出の両面を確認することが望まし

い． 

 

 

6. 結論 

 

1) 地盤高D.L.+1.0 mの地点は，+0.5 m地点の約 20倍

の CO₂吸収能力を示し，潮間帯の地盤高が吸収機能

を大きく左右した． 

2) 吸収量は光量子量，泥温，クロロフィル量および土

壌水分量に影響され，土壌水分量が約 0.40 m³/m³を下

回ると吸収機能が急減した．放出量には泥温と地下

水位が影響した． 

3) 土壌水分量と地下水位を予測モデルに組み込むこ

とで予測精度が向上し，年間正味フラックスは T10

で-2.44，T05で-0.97 t-CO₂/ha/年と算定された． 

4) 設計上は，干出時間と乾燥抑制を両立する地盤高，

底質の保水性，底生微細藻類が生育しやすい底質環

境を一体的に検討することが重要である． 

 

今後は，底質や潮位条件の異なる護岸でモデルを検

証し，地点ごとのパラメーター調整方法を整理する．併

せて，供用後のモニタリング結果を設計へフィード

バックすることで，CO₂吸収機能を定量的に扱える生物

共生型護岸の設計・管理手法へ発展させる． 

 

 

付記：本稿は，既発表論文 9)をもとに研究発表会向けに

内容を再構成し，加筆したものである． 
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表-3 CO₂吸収機能向上に向けた設計・維持管理上の着眼点 

設計項目 本研究で得られた知見 設計・維持管理上の着眼点 

地盤高の設定 

干出時間の増加は吸収機会を増やすが，過度

な乾燥は吸収低下と放出増加を招く． 

対象港の潮位を基に，十分な干出時間と土壌水分を両立す

る高さを設定する．本調査地点間では M.W.L.相当の

D.L.+1.0 mが高い吸収量を示した． 

底質の保水性 

土壌水分量が約 0.40 m³/m³を下回ると吸収機

能が急減した． 

遮水層，細粒分・粘土質材料の適切な混合等により，干出中

も保水性を確保する．施工後は土壌水分量と地下水位を確

認する． 

底生微細藻類

の生育 

クロロフィル量の増加は吸収量の増加に直結

した． 

底生微細藻類が定着しやすい粒度・安定性・栄養条件を整

える．浚渫土の活用と覆砂等は候補となるが，現地条件に

応じて検証する． 

順応的管理 
吸収機能は季節，潮位，乾燥状態で変動した． 地盤高，土壌水分量，クロロフィル量等をモニタリングし，

必要に応じて底質補充や局所的な形状調整を行う． 

 


